
平成18年度企業行動に関するアンケート調査　　集計項目一覧表
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※1 調査対象：「製造業」のみ 業種別・資本金別は公表済（「Ｉ．経営環境と経営基本方針」及び｢II．団塊世代の退職の雇用への影響｣の結果表を参照）
※2 調査対象：「製造業、水産・農林業、鉱業」のみ 全 全産業は公表済（「III．クロス集計」の結果表を参照）
※4 調査対象：「輸出を行っている企業」のみ A 「製造業（計）」は公表済（「III．クロス集計」の結果表を参照）

D 全産業、｢製造業（計）｣及び「非製造業（計）」は公表済（「III．クロス集計」の結果表を参照）
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